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積水化学工業（株）の概要

工業化の徹底により環境負荷の小さな住宅システム構築を目指している

組み立て作業ユニット 工場生産

他
7%高機能プ

ラスチック
21%

環境・ライ
フライン
22%

住宅
50%

積水化学工業(株)の売上構成比

０４年：８，５６９億円

販売住宅戸数：
約1万３千棟

当社ではユニット工法を採用し、工場生産化率８０％以上を特徴としている

「セキスイハイム」ブランドで
販売展開

鉄骨系ユニット住宅 木質系ユニット住宅
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環境にやさしい住まいつくりの１０条件

時期 項目

１．生産・運送・施工での消費エネルギーの最小・最適化

２．生産・施工時でのゼロエミッション活動の展開

３．部材のグリーン購入の推進

４．充分な高断熱・高気密の躯体性能の実現

５．自然を利用した快適・省エネルギー技術の提供

６．先進の高効率エネルギー設備の標準化

７．住宅戸別の創エネルギーシステムの積極搭載

８．躯体高耐久化とメンテサイクルの長期・同期化

９．ライフサイクル全体に亘るサポート体制の構築

１０．解体・廃棄時にリユース・リサイクルできる仕組の構築

廃棄時

生活時

生産時

生産時、生活時、廃棄時全てでの環境負荷を最少限にするべく
本１０項目にこだわり実行し続けることがこれからの住宅供給側の必須条件

◇弊社のサスティナブルな住宅供給システム構築に向けた活動１０項目
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住宅業界の取り組み

•積水ハウス ： サスティナブルビジョン

•ダイワハウス ： 環境共生

•パナホーム ： エコライフコンセプト

•へーベルハウス（旭化成） ： ロングライフ住宅基準

•ミサワホーム ： エコノマイズ

•セキスイハイム（積水化学工業） ： 事業理念： 「地球環境にやさしく、60年以上安心して
快適に住み続けられる住まいの提供」

•環境共生住宅推進協議会 ： 環境共生住宅宣言 （1997) 

•（社） 住宅生産団体連合会 ： 住宅関連環境行動助成事業 （1997～）

•（社） 日本建築学会 ： 地球環境・建築憲章 (2000)

•（社） プレハブ建築協会 ： エコアクション２１ （2000～）

•（財） 建築環境・省ｴﾈﾙｷﾞｰ機構 ： 自立環型住宅設計へのガイドライン (2005)

サスティナブルな住宅供給の構築に向けた姿勢が明確化

◇各団体の取り組み・発信例

◇住宅メーカーの取り組み・発信例 （ＨＰより）



5

住宅に関わるＣＯ２排出量と削減ポイント

◇住宅生涯のＣＯ２排出量 当社戸建モデルで試算（新省エネレベル）

・生活時のエネルギー消費が一番大きい

→生活時の省エネルギー化
・２番目は建設時、3番目が改修時であるが、
これは長期間使用するほど耐用年当りの

影響は小さくなる →住宅の長寿命化

50

50

91

182

9

17

1

1

0 50 100 150 200 250

３0年耐用

６0年耐用

建設時 生活時 改修時 廃棄時

耐用年数と総ＣＯ２排出量（ton-co2）

＜生活時のＣＯ２排出量： 年間3.09ton-co2＞

250

151

耐用年当りＣＯ２排出量

５.０３ ton-co2/年

４．２０ ton-co2/年
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一般的な住宅の生活時エネルギー消費

◇一般的な戸建住宅でのエネルギー消費量

冷暖房
20%

給湯
43%

照明家電
29%

調理
8%

主要３項目は 冷暖房・給湯・照明家電

＜試算条件＞

延床面積：138㎡、4人家族
調理、給湯：ガス 冷暖房：電気
（設備機器は非省エネレベル）
IBEC：間欠空調運転モードでの計算

エネルギー消費量：

年間 ５３．３ＧＪ／戸

＜ＢＭ住宅条件＞

旧省エネ基準： Ⅳ地区

Ｑ＝５．２Ｗ／㎡・℃

◇快適性の向上と電力消費量 （品目別家庭用電力消費の推移：資源エネルギー庁）

0 500 1000 1500 2000

1980

1985

1990

1995

2000

億kWh

冷蔵庫

衣類乾燥機

エアコン

電気カーペット

温水洗浄便座

食洗機

テレビ

照明用

その他

860

1930
(224%
)

健康・快適ニー
ズ要求により、
確実に増加

イメージ：2000年時点の一般的な住宅像
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生活時省エネルギー対策の方向性

◇省エネルギー（ＣＯ２削減）対策の方向性

省エネルギー

冷暖房 給湯 家電・照明

躯体

性能

断熱性能強化

日射遮蔽技術

設備の断熱性強
化、節水技術

電力消費量、

省エネ配線技術

自然

利用

通風、排熱、蓄熱
太陽熱利用 等

自然採光 等
住
宅

設備

機器

冷暖房機器の
高効率化

給湯機器の

高効率化

省エネ照明・家電
の導入促進

戸別分散型
新エネルギー

創エネルギー

ユーザーの省エネ意識・行動を促進する技術・サービス・インセンティブ制度ユーザー

１．基本となる住宅躯体の性能確保
２．敷地条件に合わせた自然エネルギーの積極利用
３．上記2項目を前提とした高効率なエネルギー設備機器
４．ユーザーの省エネ意識・行動の促進

住宅パッケージ
で供給
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現状技術での生活時省エネルギーポテンシャル

◇省エネルギー対策の効果シミュレーション
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4

4
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8.4
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0 10 20 30 40 50 60

a

b

c

d

ＧＪ

冷暖房 給湯

調理 照明家電

50.8GJ

19.8GJ

（条件） 断熱性能（Ｑ値） 家電 太陽光発電

５．２

旧省エネⅣレベル

BM
2000年

現状top
2004年

一般的な家電
（非省エネ家電）

省エネトップラン
ナーの機器

４．５ｋＷ

４．０

新省エネⅣレベル

２．３

次世代省エネⅢレベル

１．９

次世代省エネⅡレベル

a
b
c

d

冷暖房 給湯 調理

旧省エネ住宅

（既築住宅） 一般的な

ＨＰ空調

ガス給湯器

（普及型）
ガスグリル

次世代省エネ住宅

＋省エネ機器
省エネ型

HP空調 エコキュート

（ＣＯ２ＨＰ）

新省エネ住宅

（新築住宅）

ＩＨ
クッキング

ヒーター光熱費ゼロ住宅

53.3GJ

3.0GJ

３．３３

３．０９

１．９８

０．２９

ＣＯ２排出量
（ton-co2／年）

・現状技術での生活時消費エネルギーはＢＭの３９％、
ＣＯ２排出量で１．３５ton削減可能

・太陽光発電との組み合わせでゼロエネルギーも可能

課題は普及拡大



9

「光熱費ゼロ住宅」のポイント

省エネ･創エネとなる住宅の提供
・高気密高断熱住宅
（次世代省エネ以上）

・高効率の機器（エコキュート）

・太陽光発電システム

（４．５ｋW以上）

エネルギーを賢く使う運用

・深夜電力の活用（ＡＬＬ電化住宅）

◇光熱費ゼロ住宅の概要

②ＰＶ採用ユーザーの光熱費実績調査

①「光熱費」を前面に出す事で、
ユーザーの関心度が高まる。

②家全体のトータルエネルギー
活用パッケージ提案にて
経済価値と環境価値の両面

訴求

①ＰＶ採用ユーザーの環境意識
と生活の変化

22%

35%11%

32%

変わった

少し変わった

あまり変わらない

変わらない

弊社のＰＶ付き住宅に１年以上お住まいのユーザーへの調査

(n=620 200２年調査）
弊社のＰＶ付き住宅に１年以上お住まいのユーザー

への調査（N=1160 2003年調査）

ほぼ全ての実邸
に採用できる
技術

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

-8万円 -4万円 0万円 4万円 8万円 12万円 16万円 20万円

2ｋW

3ｋW

4ｋW

5ｋW

年間光熱費

構成比
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「光熱費ゼロ住宅」訴求による省エネ住宅普及効果

27%
34%

49% 53%

5%

18%

96%

0.2%

11%
16%

40%

51%

81% 80%
88%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

０１年度 02年度 ０３年度 ０４年度

太陽光発電システム 高効率給湯器
次世代省エネ断熱 光熱費ゼロ

222 214 228 263

72
203

296
415

660

755

254

16

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

０１ ０２ ０３ ０４／上

kg-co2/棟

ＰＶ
エコキュート
断熱

◇弊社の省エネ、創エネ仕様の採用率

◇弊社販売住宅の平均棟当りＣＯ２削減量

「光熱費ゼロ住宅」スペック

採用はまだ１６％であるが、

省エネ・創エネ仕様の

採用率が大きく拡大

・一般的住宅世帯での ＣＯ２

排出量は約3090kg/年
⇒04年度では約４０％削減
できたことになる

▲1272kg
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建設時の消費エネルギー

生産プロセスの範囲では工法による違いは小さい
⇒散在戸建市場構造に対する人や物の移動エネルギー削減のアプローチが重要

0
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700

木造軸組み 木質パネル 木質ユニット 軽鉄軸組み 軽鉄ユニット

（
M
J
/
㎡
）

物流_部材輸送 物流_再輸送 組立 施工

事業所・工場の省エネ化推進

プレ協：エコアクション２１資料より

輸送効率の向上

•搭載効率向上
•燃費向上
•物流・商圏の最適化

「戸建住宅の生産プロセスにおける使用エネルギー評価方法に関する基礎」
日本建築学会計画系論文集No585、2004年11月 を用いた弊社試算

◇戸建住宅の生産プロセスでの使用エネルギー量の比較
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既存ストックの長寿命化（耐震安全性）

◇耐震住宅ストック

（1985年：新耐震設計基準に移行）

・戸建住宅の半数以上の約1,200万戸は

大地震に対して不安のある

築30年以上の老朽住宅

(単位:千戸） 総ストック戸数 内新耐震前

合計 ４０，５４３ １９，６０８

戸建持家 ２１，６４１ １１，９３６

共同建持家 ２，７６６ ８３８

持
家

借家 １６，１４４ ６，９５１

１９８５以前（新耐震設計前）の住宅に関しては耐震安全性が高く、
長期耐久性の見込める優良省エネ住宅への早期建て替え推進が必要

◇耐震リフォーム対策の状況イメージ

部分
補強

小
↑
改
修
規
模
↓

大

改修内容

基礎補強

土台・柱補強

耐力壁設置

屋根軽量化

外壁改修

地盤改良

安全度 施工金額

→大

大規模
改修

→大
・耐震リフォームは小規模な部分補強が
大半だが、効果も小さい

・優良ストックとなり得るのは大規模改修
工事だが、費用も高く、施工ﾚﾍﾞﾙの徹底
が困難
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既存ストックの長寿命化(省エネルギー性）
◇日本の住宅の断熱基準の推移

次世代省エネの普及率
（2003年度）

プレハブ住宅平均： ５８％

一般戸建含む全体： 約２０％

◇1985年以降に新築された戸建ストック数

築30年以内戸建のほとんどは
省エネルギー(断熱)性能が不十分

建築時期 ～旧省エネ 新省エネ 次世代省エネ

１985～1992 500

100

2001～ 80 ２０

計 ６００ ３２０ ２０

１993～2000 250

＜弊社推定値(概算） 単位:万戸＞

完全切替ではなく、旧基準と併用であり、上位スペックへの切替スピードが鈍い

１９８５以降の次世代省エネ基準以下の住宅に関しては、
省エネルギー性能を高める性能リフォームの促進が必要

熱損失係数（W/㎡・ｋ）

省エネ基準

開始
年

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

5.58 7.91

4.30

2.7

3.95

2.7

5.12

3.14

2.4

4.19

2.67

Ⅰ

1.9

旧基準 １９８０ 3.26

新省エネ基準 １９９３ 1.74

次世代省エネ基準 ２００１ 1.6
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ま と め

◇戸建住宅でのＣＯ２削減ポテンシャル

◇課 題

戸建住宅の内、年間30万戸が光熱費ゼロ住宅スペックになった場合

旧仕様 ＣＯ２削減仕様 削減量

棟当りＣＯ２排出量(ton-co2/
棟）

３．０９ ０．５８ ▲２．５１

30万戸総計 （万ton-co2） ９２．７ １７．４ ▲７５．３

30万戸Ｘ5年計 （万ton-co2） ４６３ ８７ ▲３７６

家庭部門の年間ＣＯ２排出量を

１７０百万ton (03年度）とすると、
5年間で２．２％の削減に相当する

① 確実に増大する健康・安全 及び 快適性向上ニーズに対して、同時対策となる
省エネルギー技術の開発

POINT：（１）今後のあるべき生活レベルが前提の対策目標化
（２）パッシブ技術による体感レベル向上技術
（３）ピーク能力の高さでは無く、補助利用での高効率な設備・機器技術

② 優良ストックとなり得る省エネ住宅パッケージ（新築、既築改造）の提供

POINT：（１）基本となる住宅躯体の性能確保

（２）敷地条件に合わせた自然エネルギーの積極利用
（３）上記2項目を前提とした高効率なエネルギー設備機器
（４）ユーザーの省エネ意識・行動の促進

③ ライフサイクルコスト視点で ユーザー導入メリットがある提供コストの実現

POINT：（１）生産・施工、設備機器コストの大幅ダウン（現状の２／３以下）
（２）ユーザーの省エネ行動を促進させる技術（ＨＥＭＳ 等）
（３）ユーザーの省エネ投資に対する安定したインセンティブ施策（全電力買取、減税等）


